
北上市成田26-83-12

株式会社　マルサ

決算報告書

第 28 期

自：平成21年 7月   1日
至：平成22年 6月30日



（単位： 千円）

資産の部合計 1,403,194

純資産の部合計 710,790

負債・資本合計 1,403,194

　　無形固定資産

　　投資その他の資産 　資本金

　利益剰余金

14,940

232,510

547,215

　固定負債

負債の部合計

資　本　の　部

18,000

　固定資産

　　有形固定資産

692,790

　流動資産 608,529 　流動負債 484,571

207,833

692,404

794,665

貸　借　対　照　表

科　　目 金　　額金　　額科　　目

平成22年6月30日現在株式会社　マルサ

資　産　の　部 負　債　の　部



自: 平成 21年 7月 1日

至: 平成 22年 6月 30日

自: 平成 21年 7月 1日

至: 平成 22年 6月 30日

株式会社　マルサ （単位： 千円）

887,612

　営業収益

　　売上高

168,494

　　売上原価 719,118

　　　　　　売　上　総　利　益

（単位： 千円）

損　益　計　算　書

株式会社　マルサ

　営業費用

科　　　目 金　　　額

【営業損益の部】

　販売費及び一般管理費 129,080

39,414　　　　　　　　営　業　利　益

　　　当期売上原価 719,118

　材料費 358,971

科　　　目

151,241

　外注加工費

　経費

　労務費 58,798

150,108

【営業外損益の部】

金　　　額

売 上 原 価 報 告 書

10,336

36,344

　営業外収益

　　　　　　　　経　常　利　益

7,266

特別損益の部

　　　　　税引前当期純利益 56,082

　特別利益 19,738

　　　　　法人税住民税事業税

　　　　　当期純利益

21,363

39,264

                法人税等還付金 -4,545

経常損益の部

　営業外費用



株主資本等変動計算書

株式会社　 マ ル サ
自 平成21年 7月  1日
至 平成22年 6月30日

　
　　　　　　　　　科目

　　　　 項目

株
　円

           主           資           本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

純  資  産
(株主資本)
合　  　 計資 　本

準備金
利　 益
準備金

その他利益剰余金
利   益
剰余金
合 　計

特　 別
償　 却
準備金

別   途
積立金

繰   越
利   益
剰余金

前期末残高 18,000,000 4,500,000 14,376,000 590,000,000 44,649,346 653,525,346 671,525,346

当期変動額

　特別償却準備金の
　取崩

-5,172,000 5,172,000

　別途積立金の積立 10,000,000 -10,000,000

　当期純利益 39,264,778 39,264,778 39,264,778

当期変動額合計 -5,172,000 10,000,000 34,436,778 39,264,778 39,264,778

当期末残高 18,000,000 4,500,000 9,204,000 600,000,000 79,086,124 692,790,124 710,790,124



個 別 注 記 表━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

自 平成21年 7月 1日
株式会社 マ ル サ 至 平成22年 6月30日

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券････移動平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
原材料･･････最終仕入原価法による原価法

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
建物(建物附属設備を除く)

平成19年4月1日以降取得分･･････定額法
上記以外････････････････････旧定額法
(平成10年3月31日以前取得分は旧定率法)

その他の有形固定資産
平成19年4月1日以降取得分･･････定率法
上記以外････････････････････旧定率法

無形固定資産･･････････････････････定額法
リース資産･･････････････リース期間定額法

引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるために、法人税法の規定による繰入率によるほか、
債権の内容を検討して計上しています。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
リース取引の処理方法
リース取引については売買取引に準じた会計処理によっています。
但し、平成20年3月31日以前契約分については通常の賃貸借処理によって
おります。なお、未経過リース総額は、44,200千円であります。

消費税等の会計処理
税抜方式によっています。

2.貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 660,091,544 円
関係会社に対する金銭債権・金銭債務
未払金 32,741 円

3.損益計算書に関する注記
関係会社との取引に係るもの
売上高 2,526,733 円
仕入高 428,326 円

4.株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数に関する事項
当事業年度末日における発行済株式の数 1,800 株

配当に関する事項
基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
配当の原資

利益剰余金
配当財産が金銭の場合

株式の種類別内訳
決議

平成22年9月24日開催予定の第28期事業年度の定時株主総会で決議予定
配当金の総額 900,000 円
１株当たり配当額 500 円
基準日 平成22年 6月30日
効力発生日 平成22年 9月24日



5.税効果会計・減損会計に関する注記
税効果会計及び減損会計は重要性がないため採用していません。

6.１株当たり情報に関する注記
１株当たりの純資産額 394,883 円 40 銭
１株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額 21,813 円 77 銭


